
Ｎ 

文化会館 

津島市役所 

津島税務署 

津
島
神
社 天

王
川
公
園 

至
名
古
屋 

天王通り 

東柳原２ 

東柳原４ 

東柳原 

津
島
駅 

津
島
警
察
署 

海
部
総
合
庁
舎 

至弥富 

県道名古屋津島線 

至名古屋 至一宮 

津島商工会議所 

法
定
調
書
の
提
出
は
２
月
１
日

ま
で
に
 

所
得
税
お
よ
び
贈
与
税
等
の
確
定
申
告
 

国
民
健
康
保
険
税
・
後
期
高
齢
者
 

医
療
保
険
料
・
介
護
保
険
料
の
 

納
付
額
確
認
書
の
発
送
 

   

給
与
の
支
払
い
を
す
る
方
で
、給
与
所
得

か
ら
所
得
税
を
源
泉
徴
収
す
る
義
務
の
あ
る

方
は
、給
与
支
払
報
告
書
を
提
出
す
る
こ
と

に
な
っ
て
い
ま
す
。 

給
与
支
払
報
告
書
に
は
、平
成
２７
年
中
の

給
与
所
得
の
金
額
、そ
の
他
必
要
な
事
項
を

記
入
し
、総
括
表
を
添
え
て
、給
与
を
受
け
る

方
が
１
月
１
日
現
在
に
住
ん
で
い
る
市
町
村

へ
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
年
の
途
中
に
退
職
さ

れ
た
方
の
給
与
支
払
報
告
書
も
、提
出
す
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。 

な
お
、平
成
２６
年
１
月
１
日
以
降
、前
々
年

に
国
税
に
提
出
す
べ
き
で
あ
っ
た
給
与
に
係

る
源
泉
徴
収
票
の
提
出
枚
数
が
１
０
０
０
枚

以
上
の
場
合
、光
デ
ィ
ス
ク
等
ま
た
は
地
方
税

電
子
申
告（
ｅ
Ｌ
Ｔ
Ａ
Ｘ
）に
よ
る
提
出
が
義

務
化
さ
れ
て
い
ま
す
。 

問
合
　
税
務
課
市
民
税
Ｇ
　 

　
　
　
内
線
２
２
０
３
・
２
２
０
４ 

  

一
定
の
金
額
を
超
え
る
給
料
、報
酬
、料
金

な
ど
を
支
払
っ
た
方
は
、支
払
先
の
住
所
、氏

名
、支
払
金
額
な
ど
を
記
載
し
た
書
類（
法
定

調
書
）を
、１
年
間
の
支
払
分
に
取
り
ま
と
め
、

税
務
署
に
提
出
し
て
い
た
だ
く
こ
と
に
な
っ

て
い
ま
す
。 

法
定
調
書
を
正
し
く
作
成
し
、期
限
に
遅

れ
な
い
よ
う
に
提
出
し
ま
し
ょ
う
。 

な
お
、平
成
２６
年
１
月
１
日
以
降
、法
定
調

書
の
種
類
ご
と
に
、前
々
年
に
提
出
す
べ
き
で

あ
っ
た
当
該
法
定
調
書
の
枚
数
が
１
０
０
０

枚
以
上
の
場
合
、光
デ
ィ
ス
ク
等
ま
た
は
ｅ
‐
Ｔ

ａ
ｘ
に
よ
る
提
出
が
義
務
化
さ
れ
て
い
ま
す
。 

問
合
　
津
島
税
務
署
　
1
２６
ー

２
１
６
１ 

  

申
告
と
納
付
の
期
限 

・
所
得
税
お
よ
び
贈
与
税 

　
３
月
１５
日

 
・
個
人
事
業
者
の
消
費
税 

　
３
月
３１
日
 

※
納
税
に
は
、便
利
な
口
座
振
替
を
ご
利
用

く
だ
さ
い
。 

確
定
申
告
会
場
の
開
設 

津
島
税
務
署
で
は
、所
得
税
、個
人
事
業
者

の
消
費
税
お
よ
び
贈
与
税
の
確
定
申
告
会
場

を
左
記
の
と
お
り
開
設
し
ま
す
。 

開
設
日
時
　
２
月
１６
日

〜
３
月
１５
日

 

　
午
前
９
時
〜
午
後
５
時 

申
告
書
の
作
成
に
は
時
間
を
要
し
ま
す
の

で
、午
後
４
時
ま
で
に
お
越
し
く
だ
さ
い
。 

場
所
　
津
島
商
工
会
議
所
４
階
大
ホ
ー
ル 

持
ち
物
　
関
係
書
類
お
よ
び
印
鑑
等 

※
確
定
申
告
会
場
の
開
設
期
間
中
、津
島
税

務
署
に
お
い
て
申
告
書
の
提
出
は
で
き
ま

す
が
、申
告
相
談
や
申
告
書
作
成
指
導
は

行
わ
れ
ま
せ
ん
の
で
、ご
注
意
く
だ
さ
い
。 

 

そ
の
他 

・
申
告
書
の
作
成
に
当
た
り
、復
興
特
別
所

得
税
の
記
入
漏
れ
に
ご
注
意
く
だ
さ
い
。 

・
国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
「
確
定
申
告
書

等
作
成
コ
ー
ナ
ー
」
を
利
用
す
る
と
、簡
単

に
申
告
書
を
作
成
で
き
ま
す
。
詳
し
く
は
、

国
税
庁
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ

い
。
　
　h

ttp
://w

w
w
.n
ta
.g
o
.jp
 

・
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
の
申
告
に
必
要

な
土
地
や
建
物
の
登
記
事
項
証
明
書
は
、

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
で
請
求
で
き
ま
す
。
詳
し

く
は
、お
近
く
の
法
務
局
に
お
問
い
合
わ

せ
く
だ
さ
い
。 

問
合 確

定
申
告
に
つ
い
て 

　
津
島
税
務
署
　
1
２６
ー

２
１
６
１ 

登
記
事
項
証
明
書
に
つ
い
て 

　
名
古
屋
法
務
局
津
島
支
局 

　
　
　
　
　
　
　
1
２５
ー

４
５
５
０ 

               

    

所
得
の
申
告
で
社
会
保
険
料
の
控
除
に
必

要
な
国
民
健
康
保
険
税
・
後
期
高
齢
者
医
療

保
険
料
・
介
護
保
険
料
の
納
付
額
確
認
書
を

１
月
下
旬
に
送
付
し
ま
す
。
　 

送
付
さ
れ
る
方 

・
納
付
書
ま
た
は
口
座
振
替
で
納
付
し
て
い

る
方 

・
遺
族
年
金
や
障
害
年
金
か
ら
の
天
引
き
で

納
付
し
て
い
る
方 

送
付
さ
れ
な
い
方 

・
既
に
市
役
所
で
交
付
を
受
け
て
い
る
方 

・
老
齢
・
退
職
年
金
等
か
ら
の
天
引
き
で
納

付
し
て
い
る
方（
年
金
保
険
者
か
ら
送
付

さ
れ
る
公
的
年
金
等
の
源
泉
徴
収
票
を
ご

利
用
く
だ
さ
い
） 

問
合 

　
国
民
健
康
保
険
税 

　
　
保
険
年
金
課
国
民
健
康
保
険
Ｇ 

　
　
内
線
２
１
２
５
〜
２
１
２
９ 

　
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料 

　
　
保
険
年
金
課
医
療
・
年
金
Ｇ 

　
　
内
線
２
１
２
３
・
２
１
２
４ 

　
介
護
保
険
料 

　
　
高
齢
介
護
課
介
護
保
険
Ｇ 

　
　
内
線
２
１
４
１
・
２
１
４
２ 

  

給
与
支
払
報
告
書
の
提
出
は
 

２
月
１
日

ま
で
に
 

●
●
●

税
の
お
知
ら
せ
●
●
● 

●
●
●

税
の
お
知
ら
せ
●
●
● 

●
●
●

税
の
お
知
ら
せ
●
●
● 

確
定
申
告
会
場
の
開
設 

エ

ル

タ

ッ

ク

ス
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平成２８年３月までの毎月第４日曜日に 
市役所本庁舎市民課窓口を開設します。 
時間 
午前８時３０分～午後５時１５分 
受付をする内容 
通知カード・個人番号カードに関する問合および交付に関する事務のみを
実施します。 

問合　市民課市民・戸籍Ｇ　内線２１１４・２１１５ 

事業者のみなさまへマイナンバー制度のご案内 
マイナンバー制度の導入に伴い、民間事業者でも、従業員やその扶養家族のマイナンバーを取得し、給与所得に
源泉徴収票や社会保険の被保険者資格取得届などに記載して、行政機関などに提出する必要があります。また、証券
会社や保険会社が作成する支払調書、原稿料の支払調書などにもマイナンバーを記載する必要があります。 
番号法の義務は事業の規模にかかわらず、すべての事業者に適用されます。小規模な事業者も、法で定められた

社会保障や税などの手続きで、従業員などのマイナンバーを取り扱うことになり、特定個人情報（マイナンバーを含
んだ個人情報）の保護措置を講じる必要があります。 
マイナンバーに関するお問い合わせ 
（マイナンバー総合フリーダイヤル） 
1０１２０‐９５‐０１７８ 
平日／午前９時３０分～午後１０時　土・日曜日、祝日／午前９時３０分～午後５時３０分（年末年始は除く） 

マイナンバー制度について マイナンバー制度について 

□ ①マイナンバー制度に関する業務は洗い出していますか？ 
個人番号を記載する必要がある書類を特定し、どの部
署の誰が関わるのか確認しましょう。 

マイナンバー制度導入チェックリスト マイナンバー制度導入の流れ 
マイナンバーに関係する事務の確認 

個人番号を記載する書類を確認し、その書類をどの部
署の誰が取り扱うかを把握します。 

対象者と収集・確認方法を決定 
把握した事務をもとに個人番号を収集する対象者とそ
の方法、番号と本人確認をどう行うかを決めます。 

社内規定の制定、研修等 
個人番号の取扱ルールや安全管理措置を含めた社内規
定を定め社内で共有するために研修等を行います。 

対象者から番号を収集・保管 
従業員や取引先に対して、番号の提出を依頼します。個
人番号の提示を受ける際は、利用目的の明示をし、対象
者の個人番号と本人確認ができる書類も必要です。 

番号を記載した書類を提出 
税や社会保障で番号が必要となる書類には番号を記載
して提出します。 
なお、平成２８年２月から３月の確定申告では番号の記載
は必要ありません。 

必要なくなった番号の破棄 
法に定められた保存期間を過ぎた情報は、復元できな
い状態にして確実に破棄します。 

□ ②マイナンバーを取り扱う担当者を決めていますか？ 
取扱責任者および担当者を明確にし、担当者以外が個
人番号が入った書類等を見ることができないようにする
必要があります。 

□ ③マイナンバーを集める際の本人確認方法は決めまし
たか？  
番号法第１６条により、本人から個人番号の提供を受け
る際には、本人確認が義務付けられています。 

□ ④マイナンバーを集める対象者は把握できていますか？ 
役員・従業員（アルバイト含む）のほか、報酬支払先、株
主などの個人番号の受け取りと本人確認が必要です。 

□ ⑤特定個人情報の保管場所は決まっていますか？ 
特定個人情報等を取り扱うパソコン、電子媒体または書
類等は、施錠できる書庫等に保管してください。 

□ ⑥セキュリティ対策は行っていますか？ 
特定個人情報等を取り扱うパソコン、電子媒体のウイル
ス対策ソフトを万全にするなど、セキュリティ対策を行い
ましょう。 

□ ⑦社内規定の整備・見直しや委託契約書の見直しはで
きていますか？ 
社内や委託先から特定個人情報が漏えいしないよう、安
全管理措置が確保された規定を定め、従業員の方にも
研修と注意喚起を行いましょう。 

マイナンバー制度について 
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資産の部 
１．公共資産 
　　 有形固定資産 
　　 売却可能資産 
 
 
 
２．投資等 
　　 投資及び出資金 
　　 貸付金 
　　 基金等 
 
 
３．流動資産 
　　 歳計現金 
　　 財政調整基金等 
　　 未収金 

５１,５８５ 
５１,５５３ 
３２ 
 
 
 

３,８５７ 
１,５９５ 
１,５６１ 
７０１ 
 
 

２,７１７ 
８０８ 
１,７６１ 
１４８ 

１．固定負債 
　　 地方債 
　　 退職手当引当金 
　　 その他 
 
 
２．流動負債 
　　 翌年度償還予定地方債 
　　 その他 

１８,９６８ 
１５,０５３ 
２,８４４ 
１,０７１ 

 
 

２,３８８ 
１,４３０ 
９５８ 

１．公共資産等整備 
　  国県補助金等 
２．公共資産等整備 
　  一般財源等 
３．その他一般財源等 

２０,７５６ 
 

３４,７０１ 
 △１８,６５４ 

金額 

１．経常的収支 
　　支出 
　　収入 
２．公共資産整備収支 
　　支出 
　　収入 
３．投資・財務的収支 
　　支出 
　　収入 
当期収支 
期首歳計現金残高 
期末歳計現金残高 

３,０４７ 
１５,５３１ 
１８,５７８ 
△７４５ 
２,５４１ 
１,７９６ 
△２,４６０ 
２，７２９ 
２６９ 
△１５８ 
９６６ 
８０８ 

金額 

負債の部 金額 

純資産の部 金額 

資産合計 ５８,１５９ 負債及び純資産合計 ５８,１５９ 

負債合計 ２１,３５６ 

純資産合計 ３６,８０３ 

表１ 貸借対照表 （単位：百万円） 

表４ 資金収支計算書 
（単位：百万円） 

期首純資産残高 
純経常行政コスト 
財源調達 
　地方税 
　地方交付税 
　経常補助金 
　建設補助金 
　その他 
資産評価替・無償受入 
その他 
 
期末純資産残高 

３７,６２３ 
△１７,９６５ 
１７,１４５ 
８,５８６ 
２,９４３ 
３,６２４ 
２７２ 
１,７２０ 
０ 
０ 
 

３６,８０３ 

資産額 
負債額 
純経常行政コスト 
※平成２７年３月３１日現在の住民基本台帳人口 
　（６４,２４３人）を基に算出。 

９０５ 
３３２ 
２８０ 

使用料・手数料等 ４８８ 金額 

１．人にかかるコスト 
　　 人件費 
　　 退職手当引当金繰入等 
　　 その他 
 
 
２．物にかかるコスト 
　　 物件費 
　　 減価償却費 
　　 維持補修費 
 
 
３．移転支出的なコスト 
　　 他会計への支出 
　　 社会保障給付 
　　 補助金等 
　　 その他 
 
 
４．その他のコスト 
　　 支払利息 
　　 その他 

１８,４５３ 
３,７４８ 
３,０２８ 
５４３ 
１７７ 
 
 

４,３１２ 
２,７１４ 
１,４０８ 
１９０ 
 
 

９,４４２ 
３,３２２ 
４,５８７ 
１,２９８ 
２３５ 
 
 

９５１ 
１３２ 
８１９ 

金額 
経常費用 

４８８ 経常収益 

表３ 純資産変動計算書 
（単位：百万円） 

市民１人当たり 
（単位：千円） 

表２ 行政コスト計算書 
（単位：百万円） 

１７,９６５ 純経常行政コスト 
（経常費用－経常収益） 

表１　貸借対照表は、年度末における市の財産や負債などの状態を表しています。 
表２　行政コスト計算書は、１年間の行政サービス（資産形成を除く。）を提供するために要した費用と、それに対する
受益者負担を表しています。 

表３　純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている数値が１年間でどのように変化したかを表し
ています。 
表４　資金収支計算書は、市がどのような活動に資金を必要とし、それをどのように賄ったのかを表しています。 
　なお、市民一人当たりの資産額は約９０万５千円、負債額は約３３万２千円、純経常行政コストは約２８万円となってい
ます。 

マイナンバーは一人に一つ割り当てられる１２桁の
番号のことで、平成２８年１月から次のような行政手
続きで、マイナンバーが必要になります。 
社会保障分野　児童手当関係、介護保険関係、身体
障害者手帳関係、国民健康保険関係、後期高齢者
医療関係の申請など　 
税分野　各種減免申請など 
※その他の申請等にも、順次必要になります。 

その他　なりすましを防止するため、マイナンバー
を取り扱う事務では、通知カード等と併せて運転
免許証等で本人確認をさせていただきます。個別
の事務における詳細については、各担当課にお尋
ねください。 
問合　企画政策課行政経営Ｇ 
　　　内線２３３２ 
 

社会保障・税分野でマイナンバーが必要になります！ 

７ 「市政のひろば」つしま2016.1
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